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書評
角谷登志雄・高堂俊禰編
『転換期の企業労務』
（ミネルヴァ書房， 1977年 3月刊）
石 田 和 夫
畏友角谷・高堂•島の三教授をはじめ気鋭の研究者の方々の手によって，
労作『転換期の企業労務』が刊行せられ，その書評をもとめられた。これら
の方々は，戦後の批判的・科学的経営経済学，とりわけ，企業労務の分野の
研究の発展の上で重要な寄与をされてきた人々であり，常々私の畏敬し，多
くの点で教示をいただいて来た方々である。従って書評というよりは，私が
本書より今改めて学ぴ得た点を述べさせていただくというのが至当な表硯で
あろう。私の理解の不十分さの故に，思わぬ御迷惑をお掛けすることになる
かもしれない。これらの点については，編著者の方々の御寛容をお願いし，
後日御指摘・御教示を得たいと思う。
さて，本書はその書名からも明らかなように，資本主義の特定の歴史的段
階における企業労務が主要な研究対象とせられているばかりでなく，高度に
発達した資本主義国の特定の歴史的時期におけるそれが主要な研究対象とさ
れている。この研究対象の設定が，本書の研究方法・内容を規定している。
本書のこの研究対象の設定は，発達した資本主義国における民主的社会変革
66 (148) 角谷登志雄・高堂俊弥編「転換期の企業労務」 （石田）
という人類が史上いまだかつて経験してこなかった理論上・実践上の課題の
一環としての企業労務の変革の理論的解明にかかわるものである。本書はし
たがって，大学における単なる教科書・テキストづくりとしてまとめられた
ものでないのはもちろんのこと，時流に迎合した一政策論でもなく，科学的
企業労務の理論的構築を企図されたすぐれた研究書である。したがって，
また，本書は発達した資本主義の特定の歴史的時期の企業労務が主要な研究
対象とされているが，研究書にふさわしく，資本主義における労資関係・企
業労務の生成•発展の過程で位置づけようとする十分な配慮がなされてい
る。
さて，以下に，本書全体について共通して認められるすぐれた諸点のう
ち，いくつかの点を挙げておきたい。第1'iこ，本書では，硯代資本主義＝独
占資本主義の独占的大企業の企業労務の機能・役割の資本家的性格•本質・
内容の批判にとどまらず，それを変革してゆく主体的諸条件の究明になみな
みならぬ努力がはらわれている。後者の側面からの研究は，従来批判的経営
経済学において，必ずしも十分に，そして，真正面からの取り組みという点
になるとほとんどみられなかった点である。従って，本書は，学界における
かような研究の空白をうめうる新しい研究課題の提起と理論的取り組みの書
となっている。第2に，本書では，企業労務の位置づけを，国家独占資本主
義の労働・労務政策あるいは労務統轄機構の一環として位置づけようとす
る，個別企業の企業労務の枠組に拘束されない広い視野からの分析方法がと
られており，国家独占資本主義段階における資本主義企業労務の重要な一本
質・内容一体制維持的機能ーー解明のすぐれた方法となっている。第3
に，本書は，戦前より成立•発展してきた科学的経営経済学の成果の確駆の
上に，その不十分性の克服をめざすという正当な研究方法・態度がつらぬか
れている。この点は，この領域における多くの研究者の共感をえられるもの
であり，過去の成果の理解・批判的摂取という共通の研究・討論の場を提供
するものである。このことは，三教授らが，戦後30年の批判的経営経済学の
発展の歴史とともに，またその重要な一翼をになって歩んで来られたという
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事情を知るものにとってきわめて当然のことかもしれない。第 4に，かよう
な過去の研究成果の批判的摂取という謙虚な研究態度とともに，本書が 8名
の企業労務研究者による持続的な共同研究の成果である点に注目しなければ
ならない。批判的経営経済学の分野では，戦後，資本主義的「合理化」が展開
されはじめた頃を画期として，全国の多数の研究者によって集団的研究がな
され，多くの足跡を残してきたが，その研究方法・内容はまさに試行錯誤の
困難な過程であった。一時期形成され発展してきた集団的研究体制も，必ず
しもその後直線的に発展してきたとはいいがたい。 かような事情を考える
時，この労作が，戦後批判的経営経済学の発展途上における貴重な一足跡と
なることは疑いえないところである。
さて，つぎに，各章・節毎の内容についてみることとしたい。
「序章 現代の危機と企業労務」（角谷登志雄）は，「 I 現代国家独占資
本主義の新局面」 (1~5ページ），「I 日本資本主義の構造的危機とその
打開」 (5~7ページ），「皿 変革期の企業労務と管理」 (7~12ページ），
「1V 現代企業労務の科学的研究」 (12~24ページ）の 4節よりなる。
1では，現代資本主義は国家独占資本主義・全般的危機の第2段階の資本
主義で，資本主義の矛盾が極限的に激化した段階・社会主義への移行期の資
本主義であり，「変革期」にさしかかっていることを確認された上， 1960年
代末以降の「現代の危機」が現代資本主義の危機の今日的あらわれであるこ
とを示され，ここから「変革」の課題がいよいよ緊要になっていることを示
唆される。 I1では，現代日本の政治的・経済的・文化的＝道徳的危機の根因
を示され，この危機から脱却するには，このような独占資本主義の体制的機
構そのものの民主的変革以外にないと述べられ，その一環として企業労務の
変革が位置づけられるべきことが示唆されている。皿では， 1Vとともに，転
換期（変革期）の企業労務を研究対象とする本書で取扱われるべき主要な理
論的・実際的諸問題が提示されている。はじめに資本主義企業・経営の二重
性とその展開の把握および独占企業の企業労務の概念規定を示された後，企
業労務の現代的特質を概観されている。すなわち，高度成長過程で生じた労
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働カ・労働者状態の変化の新しい現象と特徴，独占企業の労務政策の二面性，
最近の労務管理の主要動向・内容，資本主義的企業労務の基本的性格と企業
労務の変革の展望，社会主義企業労務の形成•発展などである。
IVでは，企業労務論の研究対象・研究の立場・研究方法についての見解を
述べられ，変革期の企業労務研究の内容を提示されている。
はじめに企業労務論の研究対象を規定されている。それは，現代国家独占
資本主義のもとにおける企業労務・労務管理であり，したがって転換期の企
業労務でもある。この企業労務論は，経営経済学の一領域，その機能論（経
営論，管理論）の一特殊理論である。すなわち，転換期における企業労務の
機能・管理の研究（傍点…引用者）が課題となることが示唆されている。
第2に，企業労務論の階級性と本書の立場に言及されているが，本書は俗
流的・プルジョア的企業労務論や折衷的企業労務論とは異質の科学的企業労
務論であるのはもちろんのこと，科学的企業労務論の一部にみられる「転形
期の経営学」＝「批判的経営学」とも性格を異にすると言われている。
第3に，企業労務論の研究対象の変化に対応して新しい歴史的課題の提起
されてきていることを示されている。すなわち，資本主義の根本矛盾の歴史
的激化に規定されて，政治的・経済的諸条件の変動とともに，その研究対象
もまた大き¥<変化しつつあること， 社会変革の主体の力量の強化と運動の
前進，つまり階級斗争の発展とともに，新しい歴史的課題が提起されつつあ
るから，企業労務論の自立的かつ科学的な発展が客観的に要求されている。
ところで，このような歴史的な課題への取組みは，これまで十分とはいいが
たいという認識の上に，従来の成果の批判的吸収，労務硯象の科学的分析を
行い，さらに理論の自主的・創造的発展をはかって行くことの必要性ととも
に，ブルジョア的・小プルジョア的イデオロギー・経営理論批判の必要性に
言及されている。とりわけ，発達した資本主義国における民主主義的社会変
革は歴史上未経験の事柄であるから，資本家的企業労務などの民主化，その
民主主義的＝社会主義的企業労務などへの転化と発展はいくたの模索と試行
にみちた複雑な過程をへることをよぎなくされるだけに，理論の自主的・創
角谷登志雄・高堂俊弥編「転換期の企業労務」 （石田） （151) 69 
造的発展は重要な位置を占めるものと考えられている。
第4に，転換期における企業労務の科学的研究の方法論上の留意事項を，
3つの側面よりあげられている。まず第1に指摘されている点は，研究対象
としての企業労務を矛盾の統一＝対立において把握することである。ここで
は，企業労務を資本主義企業における諸経営（管理）機能との区別＝関連
で，社会経済・政治的上部構造など国家独占資本主義の全体機構のなかで的
確に位置づけるとともに，管理の二重性にかかわらしめて企業労務の内的機
構を分析すること，すなわち，物質的基体と特殊社会的（経済的）形態との
両契機の統一＝特殊矛盾における二重性としての内部機構を分析することで
ある。このような企業労務の二重性という理解の中に，企業労務の変革の契
機を見出そうとされていることがうかがわれる。このような企業労務の把握
視点から，「個別資本説」＝経済主義・機械論的生産関係説，上部構造説＝
経営制度・経営現象の一面的把握， 経営技術説＝技術論（生産力論）的偏
向，新版個別資本説を批判され，企業労務の科学的研究が粉砕と継承の問題
にも正しく答えうるものでなければならないと言われている。第2に指摘さ
れている点は，運動，矛盾の止揚についての法則と諸条件の解明であり，企
業労務の二重性の統一的分析は，その運動，矛盾についての客観的考察，し
たがって，いわゆる二つの法則（資本主義体制のもとでの搾取の.必然性，ぉ
よびそれの社会主義休制への転化の必然性）の解明，二つの課題の論究と有
機的に結合されなければならないといわれる。ところで，従来のマルクス主
義経営経済学では，資本家的企業経営•経営管理の本質の解明，プルジョア
諸理論の批判がその中心的課題であったと批判された後，その克服の方向・
必要性を提起される。すなわち，客観的経済（経営）法則の解明は，企業労務
など経営諸活動の矛盾の民主主義的＝科学的解決（脱出路）の方向と諸条件
の分析を内包するものでなくてはならない。この視点は，民主的変革の歴史
的課題とのかかわりでとりわけ重要な意義をもっていると考えられている。
以上の観点から，資本主義企業と資本家的経営学の批判を主要内容とした北
川宗蔵「批判経営学」の影響の克服の必要性と従来の科学的研究の成果・努
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力を無視した「労働の社会化」論に立脚する「役に立つ経営学」＝「社会化
説的労務管理論」の批判的克服に言及されている。かくして第3に指摘され
ている点は，企業労務の原則性と創造性との弁証法的統一の問題である。す
なわちここでは，企業労務研究において，科学的社会主義の古典や学説の積
極的かつ批判的学習をつうじて，科学的な理論と方法を厳密に把握し，個別
研究の基礎にすえるとともに，その後の新しいより発展した歴史的諸条件の
もとで，多面的な諸領域にわたって，その理論の自主的かつ創造的な展開を
はかることの必要性が述べられ，変革期の理論的（基礎的）研究と日本の現
状分析を重視する必要があり，現代日本における企業労務の究明・分析の課
題を目的意識的かつ重点的に取りあげねばならないことを強調されている。
以上みてきたように，本節は，変革期（転換期）の企業労務の科学的研究
の方法・課題を編者の 1人として提示されている。したがって，ここで，読
者は本書の各章との関連でより深い理解を求められていると言えよう。
「第 1章 労資関係の史的展開と企業労務」（高堂俊弥）は，「I 資本主
義生産のもとでの資本と賃労働」 (25~34ページ）， 「I 産業資本主義の展
開と労働問題の成熟」 (34~45ページ），「l1 全般的危機と企業労務の構造」
(45~52ページ）の 3節よりなる。
1ではまず，資沐：主義生産は賃労働の搾取にもとづく剰余価値の獲得を目
的とするところに基本的特徴があり，従って資本主義制度の下での労資関係
の考察視点は，資本と賃労働の本質的・基本的関係＝支配・隷属関係，搾取
関係，敵対的階級関係であることが明示されている。この正しい視角が本章
全体の内容の中につらぬかれている。つづいて，剰余価値生産の 2つの方法
について夫々の特徴・内容を明らかにし，とくに相対的剰余価値生産が資本
主義的生産の 3形態（協業・マニュファク．チュア・機械制大工業）を通じて
展開されることを明らかにされている。ここでは，生産手段の変化•発展を
通じて，一面では労働生産性の向上がみられるが，他面では精神労働と肉体
労働との分離・対立，労働者の労働の部分労働化・熟練低下，労働の無内容
化が促進され，精神労働の大半は資本の側に集積され，資本の指揮機能が拡
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大・強化され，資本のもとへの労働者の実質的従属が完成をみる事情が明ら
かにされている。最後に，かようにして形成されてきた資本の指揮機能は，
一面では労働過程の社会的性格に起因する一つの特別な機能であるとともに
他面では社会的労働過程の搾取の機能であること，そしてこの 2側面は統一
的に理解する必要のあることが指摘されている。ここにみられる資本の指揮
の二重性は，独占段階の近代的労務管理の展開においてもつらぬかれる点が
明示されている。資本の指揮・管理の資本主義的性格は，独占段階において
は，資本と生産の社会化，所有（資本）と経営（管理・機能）の分離現象の
複雑化などを基礎として，いっそう隠敵され，経営学・経営経済学界におい
て多くの非科学的「理論」・思考・見解が拡大再生産されてきている中にあ
って，この視点の明確化は本章にみられる科学的研究・内容の保証条件とな
っている。資本の指揮の二重性のこの視点は，また企業労務の変革の理論的
解明につながるものである。
I[では，機械制大工業の発展・機械の資本主義的充用によって，資本の百t
取領域と搾取度は拡張され，資本の側への富の蓄積と労働者の側への貧困の
蓄積が必然化され，資本と賃労働の間の敵対的矛盾を深める。かような謁識
の上に立たれて，産業資本主義の生成期から独占移行期に至る労資関係の展
開をイギリスとアメリカについて概観され， 産業資本主義生成期における
「原生的労働関係」に近代的労資関係の起点を求められるとともに，アメリ
力における産業資本主義の成熟期から独占への移行期における経営労資関係
の悪化の中に生産と労務を有効に統轄すべき「対策」をうながす「客観的条
件」の成熟を，テイラーの科学的管理法の生成の中に近代的管理制度確立の
ための「主体的条件」の形成をもとめておられる。科学的管理法の生成によ
ってはじめて個別資本による意識的・主体的な企業経営（生産問題）に対す
る計画的調整の具体的プログラムが提起されることになるといわれている。
ここに企業労務形成の経営経済学的把握方法の独自の見解が示されている。
且では，産業資本主義段階から独占資本主義段階，さらにその全般的危機
の時期に入ると，独占は生産力と生産関係の決定的衝突という資本主義の基
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本的矛盾の拡大に直面し，休制補強策として資本主義的「合理化」の展開と
国家独占資本主義の発展を促進する事情が説明されている。ついで，資本主
義的「合理化」の本質が系統的な搾取強化の方法である点が明らかにされる
と共にそれが企業における生産「合理化」を中核として進められることをし
めされている。ところで，テイラーにおける「合理化」の原理はそのままで
は有効性を発揮しえず，労働科学の理論をふまえてより精緻化され「人事管
理」の中にひきつがれ， 1920年代の「合理化」を支えることとなったといわ
れる。一方で「企業の民主化」，「産業民主主義」のイデオロギーやその具休
策が積極的に試みられる点を明らかにされている。その後，資本主義は史上
未曽有の体制的危機に直面することになるが，国家独占資本主義の機構を強
化し，組織的・系統的テコ入れ策が推進され，労資関係の資本家的調整と安
定化がはかられるが，これに呼応して企業内管理体系の一環として制度的な
組合対策 (LaborRelations,労働組合関係管理）がヒューマン・リレーシ
ョンズ (Huma,nRelations) の諸施策と相補完しあって機能する事情を示
されている。しかしこれらの諸管理も，結局，労働強化，労働者の貧困化の
いっそうの促進を結果することになり，労資関係の敵対的矛盾はいっそう深
刻に拡大されるといわれている。
本章は論題の示すごとく，労資関係の史的展開と企業労務の関連性の解明
に焦点があてられており，独占段階とりわけ全般的危機の時期には，国家独
占資本主義の機構強化，「合理化」運動と企業労務が一つの体系として機能
している点を明快に説明されており，すでに指摘してきた諸点とともに本章
のすぐれた特徴となっている。
「第2章現代資本主義と労務管理」（島 弘）は，「 I 資本主義の硯段
階と企業経営」 (53~57ページ），「1 現代独占企業と労務管理」 .(57~66ペ
ージ),「]I 労務管理と労働者階級」 (66~71ページ），「lV 現代労務管理と
国民諸階層」 (71~75ページ）の 4節よりなる。
1では，資本主義の現段階を激動の時代 (1970年代）と規定され，この時
期に世界資本主義には新しい特徴，新しい危機の局面があらわれていること
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を帝国主義の諸指標（レーニン）の貫徹とその拡大•変化の中に確隠され，．
その中で巨大独占企業の役割に大きな変化の生じていることを指摘される。
Iでは， Iの内容をうけて，新しい危機の局面における独占企業の役割の一
環として，独占企業の労務管理の役割・ねらい・任務がいかに具休化される
かを明らかにされる。労務管理の役割として，労働の搾取・抑圧機能のほか
に， 「労使関係管理」と管理者の管理をあげられている。この際， 労務管理
の管理対象の拡大との関連でその役割が位置づけられている。さらに，労働
者階級の思想的発展に対応して，企業内教育訓練制度などが思想的変革の役
割をになって登場しているといわれる。かく して，独占企業の労務管理の役
割は搾取強化が中心的なものであるが，さらに現体制をささえる支柱の役割
を担うものである点が強調される。したがって，個々の独占諸企業の労務管
理は，国家・政府の労働政策，資本家団体の労務政策と結合して機能するの
は当然のことであり，ここに現代の労務管理の一特徴を見い出されている。
l1では，現代労務管理のはらむ矛盾を，特殊な歴史的段階としての帝国主義
の3指標（レーニン）との関連でとらえ，日本では「能力主義人事管理」が
一典型として展開され，一定の方針に従った労務管理手法が大企業とともに
中小企業にも貫徹し，大企業労働者と中小企業労働者に一定の影響を与える
ことが指摘されている。 1Vでは，巨大独占企業の国民諸階層に対する支配・
収奪によって生み出される矛盾の主要な側面を，管理者層にたいする管理，
中小企業への近代的管理手法の導入，資本主義生産の自然破壊，労働力破壊
などとの関連でとらえ，反独占の斗争が統一されていく基礎をそこにもとめ
られている。
本章では，企業の労務管理を国家・政府機関・資本家団体などの労働・労
務政策との関連で把握されている点が，資本主義の現段階の労務管理分析の
有力な武器となっており，すぐれた特徴点と考えられる。
「第3章 現代大工業と企業労働ー一日本の鉄鋼独占企業を中心に一一」
（安井恒則）は，「I 現代大工業とコンビナート」 (76~84ページ），「I コ
ンビナートにおける管理」 (84~94ページ），「Il 硯代大工業と企業労働」
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(94~100ページ）の 3節よりなる。
本章は現代大工業の一典型としての日本の鉄鋼独占企業・鉄鋼コンビナー
トの具体的事実にもとづき，現代大工業の発展とこの過程の資本主義的性格
と管理形態・組織の特徴的性格との関連性，この管理組織の企業労働への影
響の解明が試みられている。 1では，硯代大工業とコンビナートの概念・内
容を明確化した上で，コンビナートにおける労働手段・対象の変革が技術的
分業に反映され，原料・運搬・整備などの諸部門を分離・独立化させる点を
明らかにしている。 Iについてみると，鉄鋼コンビナートでは， 1950年代後
半の第2次「合理化」以降，巨額の資本投下，生産の自動化の進展により，
利潤増大の諸方策の必要性を強め，工場労働者の熟練低下との関連で管理制
度の改変（ライン・アンド・スクッフ制度，作業長制度の新設）が進められ
てきた事情とそれらの制度の性格・内容が明らかにされている。皿では， 60
年代以降の第3次「合理化」過程で技術管理部門などの管理部門が中心的役
割を演じ，その「改善」対象もコンビナート全体にわたる問題に拡大され，
「改善」結果は労働者の削減・労働条件の低下につながることを， 60年代前
半と後半のそれぞれの時期について具体的に明らかにされている。後半の時
期では，特に自主管理活動の内容と位置づけが示されている。
かくして，本章では，現代大工業，コンビナートの概念の明確化，労働過
程と価値増殖過程の統一としての資本主義生産過程との関連での管理・管理
組織の把握の工夫など経営経済学の理論的問題にかかわる事項解明への努力
と日本の巨大鉄鋼企業の技術・労働・管理にかんする豊富な資料の蒐集•利
用にもとづく手堅い分析がなされている点が注目される。これらの諸点は本
章の内容のすぐれた特徴となっており，今後の研究の展開に道を開くもので
ある。
「第4章現代人事管理の動向」（浪江巌）は，「I 人事管理の背景と特
徴」 (101~8ページ），「I 人べらし合理化と人事・要員制度」(108~18ペー
ジ），「lI ＜職能的資格制度＞と賃金の職能給化」 (118~27ページ），「1V
企業内教育の形態と特徴」 (127~34ページ）の 3節よりなる。
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本章は，わが国の1970年代の主として大企業における「人事管理」の動向
の考察を課題とされ， 1で，その概観が試みられている。すなわち「能力主
義人事管理」がイデオロギー的・制度的・実務的に70年代人事管理の基調で
あること，「能力主義管理」のイデオロギー的特徴，「能力主義管理」を軸と
する企業レベルでの人事管理と搾取＝抑圧の主要動向， 「経営参加」などの
イデオロギーが示されている。 Ilでは要員制度をふくむ人事の実務・制度お
よびイデオロギーとその現実的機能の今日的特徴が明らかにされている。 l
では，職能的資格制度の概要，昇進制度の一類型としての職能的資格制度と
賃金制度との関連性，職能的資格制度の昇進＝賃金制度としての制度的特徴
を明らかにされるとともに，これに対する労働組合の立場からの，当面の制
度の公正な運用と制度自休の改善課題が具体的に提示されている。 1Vでは，
70年代の企業内教育に関するイギオロギーの特徴として「能力開発」論とそ
の特徴，企業教育制度の動向•特徴，企業内教育の実態と問題点が示されて
いる。また，企業内教育の他の傾向として，思想教育・精神教育のたぐいの
特徴が指摘されている。
さて，本章では「能力主義管理」を中心とする資本家的・労働者的立場か
らの多様な文献・資料が豊富かつ綿密に駆使されており，この「管理」の体
系的理解にとって貴重な成果となづている。本章の内容はまた「人事管理」
の資本家的機能•本質・内容の解明にとどまらず，労働者階級・労働組合の
立場からの管理の改善の理論的基礎を提供しようとする問題意識がつらぬか
れ，変革期の企業労務研究の課題につらなるすぐれた成果となっている。
「第5章 経営参加の形態と性格ー一西ドイツの共同決定制を中心に一ー」
（泰地靖弘）は， 「1 経営参加の経済的基盤」 (136~7ページ）•「][ 経営
参加の統合的性格」 (138~40ページ），「皿 経営参加の具体的形態」 (140~
5ページ），「1V 共同決定機構（監査役会）批判」 (146~9ページ），「Y 経
営協議会の性格と任務」 (149~53ページ），「＂ 経営参加と労働組合」 (153
~5ページ）の 6節よりなる。
1では，現代の経営参加制度成立の経済的背景を資本所有と資本機能の分
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離の中に見出されている。 Ilでは，経営参加という独占の支配形態は資本機
能の一端を労働組合に担わせることにより資本への労働組合の包摂・統合化
をはかるものであること，しかしこれは資本と労働の矛盾を克服するもので
ない点が示される。皿では，この参加の可能性の内容が，西ドイツのモンク
ン・インダストリーの共同決定法および経営協議会法を中心に説明される。
Nでは，共同決定法の問題を，監査役会における構成比率の問題にせばめる
ことは，共同決定法の性格から目をそらすことになる点が批判されている。
Yでは，現行西ドイツの経営協議会の性格と任務を1972年 1月15日公布の経
営組織法の内容によって批判的に示され，経営協議会の経済的事項はとくに
労資の中枢問題であることが指摘されている。 nでは，経営参加は新しく編
み出された資本の支配形態であるところに資本の統合政策の本質があるが，
労働者階級•労働組合にとって利用可能であることが展望されている。
さて，所有（資本）と経営（機能）の分離現象は，資本主義の硯段階にお
いてますます複雑化してきている。この現象は，資本と生産・労働の社会化
と私的・資本主義的所有の矛盾のあらわれであり，一面では独占支配の強化
の可能性を内包しているが，他面では資本所有者の無用化がいよいよ現実の
ものとなっていることを示している。本章は，わが国の科学的経営経済学に
おける「経営者支配論」‘批判などの成果をふまえて，このような視角から解
明されている点がすぐれた特徴となっている。
「第6章独占資本の思想攻撃の性格」（渡辺峻）は，「 1 階級斗争の
三つの形態と思想斗争」 (156~9ページ）， 「Il 資本家階級の思想の性格」
(160~6ページ），「皿 資本家階級の思想攻撃の特徴」 (166~71ページ），
「『 企業経営における思想攻撃」 (171~7ページ）の 4節よりなる。
1では，階級斗争の三形態（経済斗争，政治斗争，イデオロギー・思想斗
争）と資本主義社会における階級斗争発展における三斗争形態の相互関連性
•イデオロギー斗争の意義が，科学的社会主義の成立・役割との関連で述べ
られている。 Ilでは，最大限利潤獲得を企業行動の原理とする資本の人格化
としての資本家の思考・意識・思想の特徴は，経済・企業・労働などを現象
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的にしか把握できず，一面的・断片的・主観的・観念的・常識論的・経験主
義的なものである点が明らかにされている。 Ilでは，資本主義の全般的危機
の深化の産物として，反共主義思想を把え，これを独占資本家の「あがきの
思想」，「危機の哲学」といわれ，硯代の反共主義思想攻撃を 4系列に分けて
説明されている。 1Vでは，今日の日本の大企業における思想攻撃の特徴・方
法が具体的事例をあげ説明される。この際，企業内の管理者・管理組織と企
業外の団体・組織などとの協力関係にも言及されている。最後に，硯代のイ
デオロギー攻撃が，科学的社会主義を主たる対象としているという認識か
ら，イデオロギー斗争の今日的課題をひきだされている。
以上の考察から明らかなように，本章は，批判的経営経済学が伝統的にも
ってきた一弱点，ブルジョア的管理論・管理制度の枠組内での批判からはで
てこない事実認識・批判を，資本家・独占企業の反共主義イデオロギー批判
として展開されている。この点が本章のすぐれた特徴となっている。
「第7章 労働者階級と企業労務の変革」（角谷）は，「I 社会主義社会へ
の移行法則と企業変革」 (178~82ページ），「1I 労働者階級と民主的変革の
道」 (182~9ページ），「皿 民主的統制•国有化と企業労務の民主化」 (189
~96ページ）， 「1V 企業変革と自由・民主主義の問題」 (196~203ページ）
の4節よりなる。
本章では，資本主義企業・企業経営・企業労務の社会主義企業 9企業経営
・企業労務への転化の歴史的必然性の展望に立ちつつ，その過渡期である変
革期・転換期（とくに， 1960年代末より70年代にかけての時期）における企
業労務の変革の方向・性格・内容の理論的解明を，発達した資本主義諸国の
労働者階級運動の発展とその課題との関連で試みられている。ここでは企業
労務の変革過程を独占資本の専制→民主的規制（統制） →民主的管理→社会
主義的管理の展開過程の一環として把握され，発達した資本主義に固有の，
科学的社会主義の理論の創造的発展の所産としての民主的変革の道の中に位
置づけられている。
Iは，資本主義社会構成休から共産主義社会構成休への転化が歴史的必然
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である限り，企業労務の変革も歴史的必然であり，この変革は資本主義企業
労務の形態（外皮）の廃絶と物質的基体の継承として実硯されるという認識
に立ちつつ，消減期（変革期）における企業労務の性格と特徴を 2つの側面
を持つものとして把握されている。すなわち，一面では反労働者的・反民主
主義的性格と機能をいっそう強化するが，他面では社会主義企業とその新し
い労務の物質的諸条件およびそれを実現させるための社会変革の諸条件を現
実的に形成し成熟させてゆく。この場合，物質的・主体的条件として筆者に
よって考慮されているのは，管理労働者・管理事務労働者の形成・増大と革
新自治体の形成である。さらにまた，国家独占資本主義段階における労働の
資本主義的社会化が変革主体の量的・質的発展を進める点も指摘されてい
る。
Iでは，資本主義の危機の深化の中で独占資本による国（公）有化政策や
政府統制などによる危機回避策が実施されてきているが，これらはいずれも
独占企業に奉仕するものである。他方，人民民主主義，・社会主義国の成立に
より社会主義的国有化や労働者統制などが発展してきている。また高度に発
達した資本主義国では，第2次大戦前・戦中および戦後の一時期の多くの成
果の上に，民主主義的変革の思想と路線が一定の歴史的条件によって確立・
定着し，企業の民主的変革の問題との取り組みの発展が，科学的社会主義の
党の政策とその具休化の中にみられることが明らかにされている。
皿では，管理と統制の連関性，民主的国（公）有化と民主的統制（管理）
の連関性を明らかにしたのち，民主的企業変革の重要問題として，独占企業
に対する民主的統制・民主的国有化，多数の中小零細企業などの協同組合化
やその他経営管理の民主化の問題などがあげられているが，このうち独占的
大企業に対する民主的統制・民主的国有化が決定的な環となることが指示さ
れている。またこの大企業に対する民主的改革には民主連合政府・労働組合
・消費者・地域住民・民主団体などによる外部からの統制・管理と企業内部
の民主的管理の二側面があることを明らかにされ，この後者の一環として，
企業労務の民主化が位置づけられている。ここで，企業労務の民主的変革の
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重要事項としてあげられているのは，賃金・労働条件の改善，反「合理化」
などの斗争とともに，経営情報の社内公開， 民主的「経営参加」，職場にお
ける自由と民主主義の実現などの問題である。かような変革期の企業労務
は，すでに指摘されたように資本主義的経営管理の反労働者的・反人間的本
質と内容を特徴的に具硯するものであるから，階級斗争の一現として適切に
位置づけられるときにのみ，変革の一契機となることが強調されている。
lVでは，戦後一時期労働者階級・労働組合によって確保されていた「近
代的」労資関係の形成や一定の自由と民主主義の発展も，アメリカ帝国主義
の対日政策の変化，独占資本の復活強化などを契機として，労働者の権利と
運動は次第に制限され，自由と民主主義が再び抑圧されるに至った。ところ
で，企業変革は，労働者階級などの階級的自覚と組織化，したがって自由・
平等・民主主義をめざす階級斗争を通じてのみ実現される。かくして，民主
的企業変革にとって，職場における自由と民主主義を守る運動・斗争はきわ
めて重要であることなどが明らかにされている。
「第8章社会主義企業労務の諸問題」（稲村毅）は，「 I 労働者の管理
参加」 (205~11ページ），「n労働の刺激化」 (211~8ページ），「皿 社会
主義競争」 (218~24ページ），「lV 社会主義労働と要員流動」 (224~8ペー
ジ）の 4節よりなり，ソ連邦における現状と課題という視点から検討されて
いる。
1では，社会主義に固有の労働権，労働契約，社会主義生産の本質的特徴
をなす企業における労働者の管理参加，その可能性の客観的基礎と必要性，
労働者の管理参加の主要形態が具体的に示されている。 nでは労働の刺激化
の問題があっかわれているが，労働の刺激化は労働に応じた分配の原則を基
礎にしている。ここでは異種労働に対する賃金差別化の問題を賃金制度，プ
レミアム制度，賃金形態，労働ノルマ化の問題の側面を中心として最近の動
向が考察されている。 Ilでは社会主義競争の特徴づけ，社会主義競争発展の
5段階，社会主義競争の前提としての生産力の発達水準と社会主義的生産関
係の発達状態の意義，社会主義競争の三基本原則などについて述べられてい
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る。 lVでは，はじめに，社会主義労働の一側面を労働者にみられる生産の主
人公感（意識）の動向から考察され，その問題点を示されている。つぎに，
要員流動問題を要員流動の起動力，その具体的原因，労働内容への不満，教
育水準の高度化と生産の要求の立ち遅れなどの面から検討されている。ここ
では労働者の人格の全面的発達，精神的労働と肉体的労働の差別がいまだ残
存しているが，この克服の基本的解決の方向は共産主義労働態度運動の総合
的作業班の形成・兼職の推進の中に見出されると言われている。
本章は社会主義企業労務の理論的・実践的問題をソ連邦の事実にもとづき
系統的に解明され，資本主義企業労務との本質的差異•その優越性を明示さ
れている。資本主義は労働者の全面的発達・精神的労働と肉体的労働との差
別の克服の条件を創出するが，それを実現しえない。社会主義生産は実現の
条件を創出する。この分析視角は本章のすぐれた特徴となっている。なお，
本章は転換期の企業労務の解明・展望にとって貴重な示唆を与えている。
以上，編著者の方々が達成せられたすぐれた成果を，私見をまじえつつ紹
介させていただいたが，最後に，科学的経営経済学，その一分科としての科
学的企業労務・労務管理の理論の発展を共同の作業として取り組んでいく
上で，本書にかかわる研究内容・方法について若干の私見と要望を述べて結
びにかえさせていただきたい。
I.編著者の方々の現代企業労務の理論的分析手続が， 「近代的」 （アメ
リカ的）企業労務の歴史的展開過程ー一「科学的管理」→「人間関係管理」
→「労資関係管理」（「労働組合管理」）一との関連でなされているところに
一つの特徴がある。ここでは，企業労務の管理対象が企業を構成する諸個人
だけでなく，企業の労働組合にまで拡大されてきていると把握されている。
企業労務の管理対象のかような把握は，資本主義生産・企業の企業労務の歴
史的・経済的・社会的変化の重要な側面をふまえたものであり，積極的意義
があるといいうる。それにもかかわらず，かような対象把握の方法では，独
占企業と直接雇用関係のある労働者・労働力＝従業員・企業の労働組合にか
かわる企業労務に限定されることになる。しかし，現在日本の独占的大企業
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では，かような労働者・労働力とほぼ同数_―あるいはそれ以上――•の関連
企業労働者が，基幹工程を含む殆んどすべての生産工程の労働に従事してい
る。しかしこれらの労働者の労務管理は，当該大企業の労務担当部門の機能
としては硯象せず，関連企業担当部門の機能となっているため，当該企業の
労務管理制度の枠組から把握しようとする限り，欠落する結果となる。しか
し，現実に，当該大企業におけるこれらの労働者・労働力に対する企業労務
は実在しており，しかも，これらの労働者を含む全労働者の差別的労務管理
の重要な一環を形成している。したがって，当該大企業における企業労務の
全休系，本質・内容，変革の過程の解明にとって不可欠の要素であると考え
られる。編者の方々が，とりわけ日本の独占的大企業における企業労務の変
革の理論的諸問題の解明に取り組まれているだけに，今後の研究対象として
独占的大企業における企業労務のこの側面を積極的に取り入れていただくこ
とを希望したいと思う。
I．転換期・変革期の企業労務ーとりわけ日本における＿の研究課題
として中小企業の企業労務は不可欠の部分ではなかろうか。従来わが国にお
ける批判的経営経済学の研究者の多くは，編者も指摘されている通り，資本
主義的企業労務・資本家的企業労務論批判すなわち，アメリカ的経営管理・
労務管理論とその適用としての経営管理・労務管理制度批判を課題としてき
た。このようなアプローチからは当然のことながらアメリカの独占的大企業
に適用されてきた管理論・管理制度批判が中心的課題となる。かような事情
から従来批判的経営経済学の一分科としての企業労務の研究において中小企
業の企業労務の研究はその体系の構成部分となって来なかった。編著者の方
々のすぐれた問題意識・研究課題の設定方法ー一独占資本の支配機構の一環
として企業労務を位置づけること，国民的利益の見地に立って変革期におけ
る企業労務の理論的・実践的課題にとりくむことなど＿によって，従来の
科学的企業労務論の多くがその体系の中に包摂しえなかった部分，そして今
回の労作においては十分に果されていない理論的解明を今後の課題にしてい
ただくことを期待したいと思う。
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皿．編者の一人は，第7章で企業労務の民主的変革の重要事項として，「賃
金，労働条件改善， 反＜合理化＞などの諸斗争」とともに，「経営情報の社
内公開，民主的＜経営参加＞の問題，職場における自由と民主主義の実現の
問題など」を挙げておられる (195ページ）。この把握は，それに先立つ箇所
．で，変革期における企業労務の性格と特徴について， それは一面では， 「反
労働者的・反民主主義的な性格と機能をますます強化しながらも，同時に，
社会主義企業とその新しい労務の物質的諸条件，およびそれを実硯させるた
めの社会変革の諸条件を硯実的に形成し成熟させてゆく」 (179ページ）と述
べられているが，この後者に対応するものと思われる。ここに指摘されてい
る企業労務の機能の変革の把握とともに，企業労務・労務管理の事実の把握
のなかに変革の契機を見出すことが可能なのではないであろうか。たとえ
ば，賃金水準・体系（職務給，職能給など）， 労働時間， 労働強度などの事
実。これらのうち賃金休系についてより具体的にいえば，職務給・職能給の
額・全賃金項目の内でしめるそれらの割合などの事実は，資本の側の労務政
策と．して展開されて来ている側面と労働の側から労働条件の改善・労働者の
統一の条件の確立との関連で，資本に対する要求として出され，斗じヽとられ
てきた側面とが反映されている。このような労働者階級・労働組合によって
斗いとられてゆく過程が，企業労務の変革の展望につらなるものと考えられ
る。労働の熟練変化との関連ででてきている労働者の技能教育，・職業技術教
育についても，資本家的・一面的技能教育に対して，労働者・労働組合によ
って提起せられるそれは， 労働者の人格の全面的発達につながるものであ
り，企業労務の変革の重要な一要素となりうると考えられる。このような企
業労務・労務管理の事実の解明へと分析を進めていただくならば，編者らに
よって提起されているすぐれて問題意識的な・画期的なアプローチはいっそ
う歴史的課題にこたえうるものとなると考えられる。
